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右第一三章「裁判に対する、事実審理後の攻撃」は、次のような構成からなっている。
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衡平法上の独立訴訟無効な裁判を攻撃する乙と
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本章で我々は、事実審理裁判所に登録された裁判に不服を申し立てるための手続を論ずる乙とにしよう。
そのような
不服申立に服さない裁判又はそれをくぐり抜けた裁判は、第一一章で述べた既判事項
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している。まさにその理由から、
ここで考察される諸手続は、裁判手続全体の、二つの根本的に衝突する目的を、最
も強烈な形において示して るのである。すなわち、実質的正義が本案についてなされるようにすることと法的争訟を終局的な結論 もっ いく乙とである。
我々は、既にこの衝突を多くの箆所で見たし、現代の傾向が準備蓄面交換な
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宮悦)・事前審理なお守仲間})・事実
審理(三回目)の諸段階を通じて事件の本案について事件を提起する十分な機会を与えることであるということを指摘した。しかしながら、
その機会がいかに十分であろうとも、裁判が手続上違背し又は本案について誤謬を犯している
ことを理由に問題になりそう 裁判がな容れることは遊けがたい。そのような問題が提出されうるときはいつでも裁判が無効になるとすれば、法 争訟が終局的結論に至ることは
ほとんどありえないであろう。そして、もし裁判が
一般的に終局性を有していないとすれば、
その結果は、少なくとも、
いくつかの裁判において不正がなされたという
事実と同様に重大であろう。裁判に対する当事者の信頼が同掻き乱され、法的紛争の終局的 定者である司法制度の道
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これらの結果である。終局性を支えるそれ以上の考慮は、決定の規則遵守又は本案を更
に調査するととに当事者及び裁判所が追加的な労力投入をしても、明らかにもっと正しい結果が得られるであろうと
}般的にそれ程の効果はない、ということである。
ζ
のことは、現代の訴訟手続においては特に妥当
する。なぜならば、そ乙では、最初の のときまでの訴訟手続において十分な調査のために多くの機会が与えられの見込の点で、ているからである。
したがって、本章で考察される本質的な問題は、終局性を獲得する目的が実質的正義を獲得する目的に劣後しない
うちは、裁判に対する異議申立がいか むずかしいか、という乙とである。乙れと関連した賭題は、目的をいかに迅速に達成するかと う乙とである。当事者の信頼利益および裁判の持つ道徳的権威 強さは、
なぜならば、
大部分
が、裁判の終局性がいかに永く持続 か いう機能である。
裁判に対して不服を申し立 るための訴訟手続は、沿革的又は概念的に眺めると、控え目に言っても、漉乱してい
る。しかしながら、明瞭化のため は、三つの局面からそれらを挑める
ζ
とができる。第一は、最もしばしば利用さ
れる再審査(同町三作者〉をしてもらうための訴訟手続に罵する『標準的』又は『通常の』不服申立である。すなわち、事実審理後の通常の申立す邑宮白弓切
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る。第二は、終局的裁判を言い渡 前の或時点で、事実審理裁判所の決定を上訴により再審査してもらう可能性である。その際の目的は、
終局的裁判に至る前に、
誤謬ある事実審理裁判所の決定を阻止することである。
そして第三
は、裁判が終局的となって上訴 期間が満了した後 存在す 訴訟手続による非常の救済方法である。
ζ
れらの訴訟手続を考察するときには、それらを有効に行える時的制限を忘れぬ
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とが重要である。
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を求めるもの)は、裁判が言い渡された後、
非常に短期間の内になされねばならない。すなわち、例えば連邦規則の下では、
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特別な制限なし 利用しうるのである。
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我々は既に、賠審の評決に基づく裁判に対して不服を申し立てるために利用しうる任命。丘町 出ミ℃。由之江巳
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これらは、新たな事実審理を求める申立公宮目。
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東の裁判を求める申立である。そこでの議論において確定されたように、評決不拘束の裁判を求める申立は、以下のような限定された場合 利用す ことが きる。∞陪審の前での証拠 審理に基づいて事件が決定された場合。
ω
証
拠がでたらめで、本案についての裁判が評決の勝者に対して不 に記録されるべきである場合。陪審の審理に続く、H r
出
g o z c
口 問
O H
ロm t
司 亘 曲 目 は 、
より広範囲に及ぶ。出足当件片山阻?は、評決不拘束の裁判の代りに、評決の敗者に与えら
ジェイムズ日ハザード・民事裁判手続
一
一一
れる
ζ
とがある。
それによって、評決の勝者には、本案について十分に事件を確定する第二の機会が与えられる。し
かし、出口市名門
H E }
はまた、
たとえ証拠が評決を支持するに十分であったとしても、
認められることがある。すなわ
ち、評決が証拠の明白な重みに反していたと裁判官が信じる相場合又は事案審理裁判官の評価において非常に手続を汚していた可能性のある手続上の誤謬がなされた場合(例えば、証拠の、誤った許可又は排斥、当事者又は弁護士の違法行為等々)。
評決不拘束の裁判は、本質的には、
その許否がその機会に提出された証拠を専ら参照する乙とによって決せられる
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果すことができる。更に、上訴又はそれに続く非常の救済方法のいずれかの前にその申立を利用することができる汝に、当事者は、通常、
それが同じ目的を達するのであれば、
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上訴をするための必要条件である。
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で不服を申し立てている誤謬 新たな事実審理の申立官
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するために利吊されうる。
二つの一般的な典型的事情の場合には、
一事件は陪審を怨ずに裁判官によって決定されう
る
一つは、訴訟を決定する法律問題かっ本案に至る事実上の争点のロズ山内戸日を経ずに解決されうる法律問題が、
前審理の段階(任命官呉氏即日出雷門作)で提起される場合である。そのような事態は、る却下を求めて又は純粋の事実上の争点、か何ら含まれていないという理由に慕づく略式裁判を求めて申立をする場合に生じる。他の事態は、事実上の争点は含まれているが陪審を綴ずに裁判官の下で審理される場合である。そのよう
例えば当事者が管轄権不存在によ
な場合、連邦規則及び大抵の州の規則の下では、裁判官は、事実 認定し直ちに裁判の登識を命ずること 要求され
るどちらの場合にも、裁判が登録された後には、当事者は制限された時間内に裁判を変吏することを求め、又は、事
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限もない。すなわち、裁判官は、有効に彼 決定を再考できるのである。しかし、
そのような・申立は、以前に提出さ
れなかった以上に何か事実上又は法律上の問題を提供する なけ ば、滅多に認められなかったし、
この理由の故
に稀にし なされなかったのである。その申立は、上訴を ため 必要条件でもなければ、
それをなさなかったこ
と が 、
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それとも事後の非常の救済方法が許されるかを決定するときの重要な要素なのである。
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終局裁判に対する上訴に基づいてのみ、
なされうるのである。以下に見るように、
乙の一般原則には、重要な例外が
存在する。例外はしばらくおくとして、『終局裁判規則』とは、終局裁判が登録された後にのみ当事者が上訴裁判所に頼れる
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終局裁判規則は、裁判が実体的に誤っているという上訴理由の場合には、絶対的な意味をなすのである。なぜなら
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事実審理の過程を分断させることになるであろうからである。
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って、終局裁判に対する上訴は、もはや事実審理裁判所の命令の名目白医おお乱向者をしてもらうほとんど唯一の手段ではないのに、今なおそうする普通 手段である。
終局裁判規則に対する一つの重要な例外は、『附随的命令』原則として知られている。その概念は、任命忠弘
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における訴訟に関連するが、
それに附随し、
それから独立していると考えられうる或型の決定が存在するというもの
である。そして、
これらの事項は独立している故に、
それらを決定する命令はそれ自体、別々の手続の終局的解答で
あり、したがってそれ自体上訴しうるのであ 。附随的命令の概念は、終局裁判規則の文言の堅持を許す。それに対し て 、
それは同時に、任命尽回目
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尽において訴訟がなお係属中であるにもかかわらず上訴裁判所が当該争点につい
て上訴の管轄権を認める乙とを可能にする。そ 概念は、無限 操作 受けうるもので ないが、多くの役割を演じている。そ 範聴に入る命令で最も一般的 認められているものは、事実審理裁判所の訴訟手続の過程においてなされた命令に従う乙とを拒否して侮辱した当事者を拘留する命令である。しかし、
その他の多くの命令も、
それに分類
された。附随的命令と非附随的命令との聞には明確な限界 存在しない故に 分類 問題 に反する乙とをいつ許し、どの程度まで許すかを決定する問題 な の傾向は、制限的であり
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比較的損わずに維持することである。
終局裁判規則を免れるもう一つの工夫は、本章第一一節で考察される事項であるが、中間判決の再審査を実現する
ための非常の制度を利用する乙とである。
上訴についての手続に関する主な問題は、以下のことに関している。すなわち、
ω
上訴の当事者、
ω
どの裁判所に
上訴すべきか、
ω
事件を上訴裁判所に提起する手続、
そして
ω
上訴裁判所の再審査権限の範囲。
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上訴の当事者に関する基本的な規則は、二つあ
c
人は、普通の場合には、上訴の対象である裁判の当事者及び上
訴自体の当事者でなければ、
その上訴の当事者たりえない。かくて、仲町内包
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におけるこ当事者間の裁判は、
その裁判が不公正又は誤っていると信じる非当事者によっては上訴されえない。更に、岳開丘向日
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えにおける当事
者が上訴の当事者とされない場合には、裁判は、
たとえ上訴が結局は他の当事者に関してうまく効を奏しうるとして
も、彼に関しては再審査 又は取り消されえない。
同roE
と
n o z
立において当事者でなかった者は、上訴に参加しようと欲する場合には、
二つの方法があるにすぎな
し、。
一つは、裁判後の訴訟参加によって下級審の手続の当事者となること、又は、特設の事情がある場合にのみ許さ
れるにすぎないが、
たとえ下級審の当事者でなくとも上訴の当事者として訴訟参加する許可を得ることである。他の
一つは、法廷助言者として出頭する許可を上訴裁判所から得ることである。ただし、
この場合の権能は、当事者の一
方の地位に代って論ずること 制限されている。
当事者についての別の制限は、敗訴した当事者だけが上訴できる、という乙とである。不利な裁判を登録された当事
者
そして、救済を求めた者(原告又は例えば反訴請求者)で彼の求めた救済方法の完全な評価を拒否された者も
これに属する。有利な裁判を得た当事者は、
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が当事者の望んでいた理由以外の理由で決定を基礎づけ
た
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との故をもっては上訴できないのが普通である。かくて、当事者が、制定法の施行の禁止を求め、制定法が彼の
地位に適用されないことを理由に差止命令を得る場合には、彼は、制定法は適用されるが憲法違反である、
という理
出で上訴できない。その基礎にある理論は、上訴裁判所 法律問題を解決する権能を有しているけれども、
その理由
はさておき、論争の不適切な処置 矯正する必要がある場合にのみ
その権能を行使できるというものである。
第六節
上訴の管轄権
上訴は適正手続条項の下における憲法上の権利事項で とみなされなかったが、
全法域において
岱 同
ν℃ ぬ } 一 昨 昨 日
5 5 9
司は、豆田】
8 2 g
の裁判に対して何らかの形で一般的に利用することができる。上訴をなしうる裁判所を決定
する準則は、制定法によって定められるのが通常であるが、或場合には憲法典によって又は裁判所の規 によって定められ 。多くの州では、
制限的管繕権を有する王国}円
CC
号の裁判は、
一般的管轄権を有する同
ZE
ときロえに
上訴することができる。その場合、それらは、覆審公司王
h ?
と号刊さ)によって又は下級裁判所における記録の門町三金司
によって検討される。
一般的管轄権を有するだ町内回一円。己
Z
の裁判は、管轄権を有する最上級裁判所に上訴できる。た
だし、上訴可能な二つの段階を有する裁判所制度の数が増え続けている。後者の場合、大慌の訴訟手続における上訴は、中間上訴裁判所(任命日
E 2 5 a u R
阻 害 問
] F Z 8
日同)になし、
その後に始めて最上級裁判所になされねばならな
ジェイムズわハザード・民事裁判手続
一 二 七
J¥ 
ぃ。しかしながら、岳
σE
と
gC2
から州の最上級裁判所への直接の上訴を許している規定も存在している。
出 口
吉広口
H M a z o a
胃 日 目 白 芯
g
ロ コ
を有する制度の場合、
その裁判所から最上級裁判所への第二の上訴は、
裁量上訴令状
又は類似の裁量を含む訴訟手続を通じて与えられる上訴裁判所の許可に基づいてのみ許されるのが通常である。しかしながら、
いくつかの法域では、
最上紘裁判所の裁量は、
以下の点の一つ又は両者に制摂される。
すなわち、長命
山 口 芯 叫
H U E S
円 ぬ 却 ℃ ℃ 冊 目 戸 田 神
0852
における決定が特定の種類 ものである場合にのみ、
上訴を容れることができる。
そ
して、他の特定の事件では、上訴を審問する
( Z 2 8
高官回目)ことを要求することができる。
連邦裁判所による、州裁判所の裁判の再審査の可能性を律しているもっと複雑な管轄準則がある。非常に限られた
場合であるが 州裁判所 裁判が、人身保護令状又は差止命令のような非常の救済方法という制度を通じて、連邦地方裁判所によ
5 4
ぽ
44
に服する乙とがある。しかしながら、
そのようなお丘四唱は、上訴ではないが、主張された
非常の理由に基づく覆審手続
F b E g H 5 2 E Z
ぬ)である。そして連邦裁判所は、例えば既判事項(吋
2Y
岳
g g )
の準則の下で信頼された州裁判所の裁判の効呆を検討するための裁判所である乙ともある。
これらの可能性を別とす
れば、州裁判所の裁判は、合衆国最高 所(神宮口巳お仏盟国芯由
ω己 ℃ お
B
ぬの。ロコ)が上訴を容れ又はその目的のた
めに裁量上訴を許すことの き 非常に娘られた場合にのみ連邦裁判所で再審査することができ 以下の場合も、右の場合に属する。すなわち、裁判は、上訴がなされえた最上級の州裁判所によって終局的に決定されていたのでなければならない。
ま た 、
裁判は、
連邦問題の決定に依拠していたのでなければならない。
そして、
時 げ ぬ
ω
ロ円}円
2 5 5
。c c H
ぺ 印 円 。
i o
巧は、当該連邦問題の検討に限定されるのである。
適正手続、平等保護及び他の連邦条項の発展的拡張、並び 、以前には州によって規制された分野への連珂到制副
拡張は、
州裁判所事件への連邦問題の影響範囲を大いに広め、
したがって、
州裁判所の裁判のま胃
g
言。。ロス
5 4
ぽ請を利用しうる機会を増大させた。それにもかかわらず、
上述した管轄上の制限は、
なお適用される。
更 に 、
最高裁判所の再審査機能公宮
ω毛
55
巾 。 。
5
ぺ 出 回
E r o
ユqZ34
広三が裁量的であり、
その事件要領蓄が大量であ
るとすれば、州裁判所の裁判をそれが再審査する可能性は、統計的には余りない。
第七節
手
続
上訴手続の細かい点は、
法域間ばかりでなく、
或程度は、
各裁判所制度内における種々の上訴段階関で異なってい
る。しかしながら、本質的な要素は、どこでも大抵同じである。次の乙とがそうである。
上訴の告知。告知には、上訴の対象たる裁判又はその一部、上訴を提起する当事者、及び、裁判の取消又は変更に
よる救済が求められている相手方当事者を指示しなければならない。
告知は、
他の上訴当事者に送達して、
通常は
任 命 包 由 } 内 川
2 2
に編綴することにより適時になされねばならない。適時性は厳格に要求されるのが通常であり、本質
的には、子巾丘出回
SC3
で訴訟を始める場合の出訴期限法に従っている、といった如くである。
記録の準備。上訴を提起する当事者は、岳白押ユ即日
853
に提出された事実で、上訴についての記録に含められるべ
きものを指示しなければならない。
p o
忠 弘
n o
広三に編綴された文書(交換書面、申立書等々)及び誘導された可能
性のある口頭手続特に仲間山色での証言の写しが、
ζ
れらに属することがある。他の当事者は、下級審の事件が、
そ
れ
がなければ上訴裁判所によって完全に又は的確に理解されえないと信じる場合には、他の事実を反対に指示する特権を有している。指示の問題は重要である。なぜならば、上訴裁判所 事件が完全に記録に包含されていると考えるこ
ジェイムズ
H
ハザード・民事裁判手続
一 二 九
一 一 一 一
O
とを要求されているのが普通であるし、下級審の裁判所で生じたことを確かめるために記録以上に出ることはないであろうからである。より以前の上訴手続においては、上訴人もまた彼の上訴理白書を準備しなければならなかった。それは、『異議趣意書』『誤謬指摘書』などと種々の呼び方をされている。現代の実務の下では、
乙ういう争点の特定
化は、弁論趣意書に至るまで延期されている。
弁論趣意書。上訴人には、彼の上訴ぞ支持するのに弁論趣意書面を提出する特定の期間、血(郡一的には記録の完成か
ら三
O
日ないし六
O
日が認められている。弁論趣意書には、次のものが記載される。下級審の訴訟手続の説明及び上
訴により提起された問題の陳述。参考 類のような記録と関連づけて行う事件の物語。裁判 取消又は変更の理由として提出された主張。そして、
それらの主張を支持すると信じられる法的根拠。他の当事者は、弁論趣意書を提出す
る同様の機会を有し、また特定の時間的制限内に行使できる。
中止又は停止令状。上一訴の提起されている裁判は、取消又は変更されるまで終局的である。
それ故、
大抵の州で
は、それは、
その有効性が停止されるまでは、金銭裁判の強制執行によって又は差止命令への服従を確保するための
侮辱の手続によって執行される。若干の州で 上訴がな ると自動的に裁判は停止される。このように裁判が自動的に停止されるのでなけれ、は、金銭裁判の停止は、も
9 Y
てれが続いて肯定されると、裁判の麗行を確保するために
上訴人が捺印金銭債務証書を送ることによって得ら る が通常 差止命令 場合には、停止は、 案審理裁判所又は上訴裁判所のいずれかの命令を要件とし、
その特別訴訟費用は、間じ捺印金銭債務証書に条件として付けら
れ る 。
第八節
再審査の範囲
名 目 河 口 同 門
05i
何者は、事件の覆審公
B E m
巳)ではなく、むしろ、不利益をもたらす誤謬がその原裁判にあったかど
うかに関する岱お三
ωヨである。
この前提の上で、以下のものが、
H m
〈目白当
の範囲についての準則に属する。
すなわ
ち 、
記録に明らかな誤謬。
g d q F
巾者は、記録にあらわれた誤謬を検討することに限られる。
上訴裁判所は、
それが記録
に含まれているのでなければ、
p m E
曲 目
8Z2
で認められたかも知れない事実を検討しないであろう。
通 常 、
それは
また、下級審の訴訟手続の外側にある出来事の証拠
11
例えば、国
5 0
押 印 。 ロ 沙 門
5 4
『忠弘のような手段を通して
昨日
H m w
三 回 目
n o c
尽に提出されなかった陪審の違法行為の証拠
l l ;
を認めることを拒否するであろう。上訴裁判所が検討でき
る証拠上の事項につい のこ 制限は、予四三田
} g C 2
で救済を求める申立が通常は上訴により救済を求める本質的
な前提条件である一つの理由である。
誤謬は事実審浬裁判所で主張されていなければならない。今検討した証拠上の問題はさておき、
一般原則は、
者が出来事の特に又はその後遅滞なく岱相豆と
82
丹に異議を申し立てたのでなければ、
件}回目骨片山内凶日
n o c
同門
における
出来事について当事者が 訴裁判所に訴える乙 ができない、
ということである。その基礎にある概念によれば、当
事者は、
誤謬を犯すことを避け又はその結果を避けるための任命
E m - 8 5
円
における手段をとるべきであり、
し
た
がって、上訴は、そのような手段が失敗した限りにおいてのみ必要で ろう。
誤謬は上訴裁判所で提出されねばならない。対立当事者提出の原則は、事案審理裁判所の訴訟手続においてばかり
ジェイムズ日ハザード・民事裁判手続
一一一一
一でなく、呂田昆宮司
3 4 F 0 4
司でも適用される。したがって、上訴裁判所は、上訴の提起において指摘されていない誤謬
を考慮しないのが通常である。言葉をかえて言えば、
それは、自ら進んで誤謬を求めて『記録を探す』乙とをしない
のである。
事実判断の再審査は非常に限定されている。同宮丹江主
n o
ロえにおける事実争点が陪審によって決定されていても、
裁判官によって決定されていても、上訴裁判所は、
その決定のための実質的な証拠上の基礎があるかどうかを検討す
ることに限定される。結審による事実判断の
5 4
戸市当の範囲は、常に、証拠に基づいて陪審が現実にした認定が『合
理的か』どうか
11
本質的には指図評決と同じ試金石であるが、評決が存続すべきかどうかに関する事実審理裁判官
の結論に上訴 所は或重みを与えるのが通常である、
という別の制限を伴っているーーに限定された。陪審を経な
いで裁判官 よって認定された事実に関し は、準則はもっと複雑である。
『普通法上』の事実審理裁判官は陪審の
代用物とみなされ のが通常で、彼の認 は重みに応じてなされた。しかしながら、普通法及び衡平法の融合前には、衡平法上の裁判をする事実審理裁判官は、或法域では、本質的には特別の主事又は審問官吏とみなされた。そして、その認定は、
それらが証人の信滋性の評価に基づいているのでなければ、何の重みも与えられていなかった(事実審
理裁判官は、上訴裁判所にはできないが、証人を見聞する機会を有してい 〉。
現代の手続の下では、
裁判官の認定
した事実の重みに関する準則は、
ζ
れら沿革的な先例の種々の組合せに影響を与えている。法域によっては、彼の認
定は、すべて 事件 おいて階審の重みを与えられ 『普通 』上の事件においてのみ評決の重一みを与えられ、又は、評決を与えられるも と特別の主事 認定を与えられるも と 間のどこかに或重みをすべての事件におい 与 られる。どのような形式であっても、上訴 所が 所の認定を受け入れ ち 乙 は、
それらが、証
人の信癌性を信頼する程度及び事実審理裁判官の公正さ、すなわち、
おそらく陪審評決に対するその態度にもあては
まる観察力のはっきりしない信頼の程度に依存している。
自由裁量による判断の、限定的再審査。事実審理裁判官は、
実質的に事件の解決に影響を与える多くの事項
i i i
開
一 不 の 範 囲 、 三 回 目
のための争点の分離又は併合、
E
回目での証拠の提出命令、許容すべきか許容すべきでないかが明自
でない証拠の許容性等々ーーについて広範な裁量権を有している。そのような裁量的判断に関しては、事実審理裁判官が明白に誤っていた乙とが確実な場合にのみ、上訴裁判所はそれと巽なる判断をする。
不利益を与える誤謬。事実審理裁 所における誤った判断は、たとえその誤謬が明白であるとしても、
それらが実
質的に結論に影響を与え又は手続的正義の重要な争点を含んでいたと上訴裁判所が結論づけるのでなければ、取り消
一般的に、上訴裁判所の仕事は、裁判が、下級審の訴訟手続の行為について事実審理裁判所に警
される乙とはない。告するために取り消すこと 許されう かどうかではなく、むしろ、誤謬にもかかわらず維持する乙とを正に許されうるかどうかを決定する乙とである。
いやしくも〔勝訴の〕可能性があれば事件が事実審理裁判所で勝訴されるべき
であるということは、あれこれの理由から、訴訟政策(戸伊丹ぽ
g g
ロ鬼門田
R m u Q
上自明の理である。
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C 
中間上訴による再審査
第九節
緒
ささ子
己
終局裁判規則の下では、
事実審理裁判所の訴訟手続の過程における判断(日仏
2 2 B E
包 ぽ ロ ) は 、
裁判が登録されるま
では上訴によって再審査されえない。終局裁判規則に対する例外が永く存在していたのであり、それは或種の命令を、上訴の目的のために終局裁判の等価物とみなす
ζ
とを許している。
現代の傾向は、同時に、中関再審査
( 宮 お ユ
0 2 8 ミ
吋2 - m d
『)をなしうる種類の命令を広げることであったが、
そのような崎市三信者が、当然というよりもむしろ裁判所の
許可に基づいてのみなされるととがあることであった。乙の傾向は、終局裁判規則を健全で実用的な前提として受け入れているのであるが、
ω
終局裁判以外の命令はいずれも、当然に上訴しうべき程に重要なものでないのが常である
こ と 、
そ し て 、
ω
ほとんどの命令は、或事情の下では、民間)胃
- V B 3 4
ぽ認を通じて正しくするための適切な機会たり
うる乙 を認めている。
第 一
O
節
当然に上訴しうる命令
終局裁判以外の命令は、二つの根拠に基づいて当然に上訴しうるものとして取り扱われてきた。
一つは、制定法によ
る。したがって、州によっては、上訴裁判所によって不必要 判断される乙 のある由認可芯】
よりも上訴の費用及
び遅延の方が普通は負担でないという理論に基づいて、
陪審評決の後に
田 口 市
d『可戸川弘を許す命令が上訴可能であ
る、と定める制定法がある。もう一つの共通の規定によれば、暫定的差止命令を許可又は拒否する命令は上訴可能である。それは、
そのような命令の実際上の結果は紛争の終了に等しいことがある、という理論に基づいている。或法
域においては、他の命令
ii
法律効果不発生抗弁を支持する命令、裁判地の変更を許可する命令等々
Lii
も上訴可能
とされてい ニュ
l ‘ョ
I
ク州においては、官
g
弘巳のほとんどすべての命令が上訴可能である。
中間命令が上訴可能として取り扱われてきた別の根拠は、判例法♀
R E O
口問ご問看)である。その判例公宮内同
o n u s s
は、特定の命令が『事実上』終局的であるという前提又は主たる訴訟から分か た若しくはそれに『附随し』た事実審理手続の面 終局的処分としてそれが登録されたという前援に由来している。
そのような命令に対する上訴の手続は、終局裁判に対する上訴の手続と同じであるのが一般的である。
第
節
非常の令状による再審査
終局裁判規則を免れるもう一つの制度で、現代で ますます頻繁に利用されるようになったものは、上訴裁判所の
発する職務執行令状又は裁判禁止令状によるお三巾認である。その理論は、任命可
ES
己えが命令を発するにはその
法域を越えており(その場合に 禁止が妥当で )、命令を発する乙とを拒否するに 必須の司法上の義務を遂行できなかったハその場合には、職務命令が妥当である)ということである。形式的には、令状手続は、令状を求める当事者の要求により事実審理裁判宮に対するものであ 。しかし実質 には、令状の許可は、
その当事者及び彼の
事実審理裁判所での相手方による上訴裁判所での争いに依拠している。
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一 コ 一 ・ 六
更 に 、
そのような令状を認めうる事情を一般化することは困難である。
どのような重大な手続上の偶発事故でも
『法域上の』ものとして性格づけられうるのであり、
そのように性格づける傾向は、法域によって大いに異なってい
る。カリフォルニア州においては、令状手続は、中間上訴による再審査〈
g g
ユ2 5 0 q m u
宮口出件。同町三会司 )を求める
慣例化した手段となったのであり、程度は落ちるが他の若干の州でもそうである。そこでの令状は、提起された問題が、特定の事件で重大 実際上の重要性を有するか又 手続法の問題として一般的重要性を有する場合にはいつも許される。連邦制度を含む他の法域においては、令状が与えられることははるかに少ないのであり、今述べた両条件が存すると認定された場合にのみ利用しうるのである。
百 円 由 同
} 0 0 5 2 U
可8 4 F
再考を求める非常の令状の利用は、『法域』という概念の曲解とほとんど同じである。すなわち、
確かにその概念は、任問三回目
g c
尽に係属している事件の有効な裁判を登録する任問主巳
8ロ コ
の権限と関連して
それが利用される場合よりもは かに広い意義を乙 文脈において 有してい 。他方、
令状手続は、
上訴の実務
に、非常な柔軟性及び実務的有用性を有する制度をも =りした。その手続は、上訴よりも るかに厳格 時間的制限に拘束され、比較的単純な記録を含み、ほとんど掩粋に 的争点に関連し、
そして、
その適用が、
そうする強力な正
当化、そ一不す事件でのみ上一訴裁判所が救済 与えることを許して る。それにもかかわらず 令状手続は、もし『通常の 』
ZZ
ユ0 2
円 。 吋 可
5 4
山内認がその有効性の点でそれ程限られていないとすれば、不必要であろう。
第一二節
裁量的中間上訴
法域によっては、
いくつかの又はすべての中間命令が、裁判所の裁量権行使に基づいて上訴しうる乙とを認める手続
を有している。その裁量擦は、
手 ぬ ま 回 目
n o c H
伸、上訴裁判所又は両者によって行使されうる。同
ZE
同 一
g
ロコに命令
を上訴しうるものと認める裁量権を与える規定の例証として、同り包巾同白戸一刃包目。忠(ゲ)がある。任問主主
8 c
えが、訴
訟に含まれてい 一つ又は複数の請求
しかしすべての請求より少ないものを決定し、
それ以上の事実審理手続が、
残りの請求について見込みがある場合には、事実審理裁判宮は、彼が後の}つの終局裁判にそれらの決定を含める乙とを待たず 解決した請求に いて裁判の登録を命ずることができる。もし彼が分離裁判の登録を命ずるならば、
そ
の裁判は、直接 上訴可能となる。
忌 ぬ 仲 同 仲 田
- 8 2
及び上訴裁判所両者による裁量権の行使を要求する規定の例証としては、
中間上訴法として知られ
ている民ロ∞
- P
ロ詔(ゲ)がある。
ζ
の項の下では、事実審理裁判官は、
その命令が、直接の名官官丹市足三さが
是認される程 重要性を有するものである、ということを縫認しなければならないし、上訴裁判所は、
その後に、その
命令に対する上訴ぞ受理すること 同意 なければならない。したがって、もし事実審理裁判官がその命令を確認する乙とを拒否 場合には、不服ある当事者の唯一の救済手段は、非常の令状を求めるか終局裁判を待つことである。
概してこれらの古おユ
c n 5 0 4 5 4
芯さのための規定は、中間上訴による訴訟を氾濫させることなく終局裁判規則の
厳格さを和らげつつ、十分に作用してきた。他方、事実審理裁判官 、中間上訴 特定の命令に関して適切であると信じるかどう??授には指摘できるが、この点に閤向上する彼の反対意見が、上訴裁判所が去三昂ぎを許すことを妨げないような手続については、言うべきことが多くあ そのような手続は、ロお(ゲ) カリフォルニア州の非常の令状手続との諸要索を幾らか組み合せるであろう。
そしてそれは、現代の手続上の関係において
古 件 。 ュ
s c g q H 0 4 F
担 当
の許可を律するべき実際上の考慮のよりよ 均衡を示しているように息われ であろ 。
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D 
裁判に対する非常の救済方法
第二ニ節
ふ-4
市百
…=ア
Iコ
ここで考察される問題は、『通常の』裁判後の申立官
J05
田- 3 3
エ ロ 牛 肉
5250
氏。ロ)又は上訴が効を奏さないで
あろう場合に、裁判に対して救済会開口広〉を得るという問題である。
乙の問題は、
それらの救済手段を求めうる期
間が経過した場合に非常 しばしば生ずる。しかし、裁判の効力がその後の訴訟で問題とされる場合にも生じうる。件y o J 2 5
白
- w w
吉 田 ヱ
E m g g
昨 日
O
神山0 5
又は上訴は、
裁判に対する『直接攻撃』(£
- 5 2 2
窓口ぺ)と称せられるのが
普通である。それに対して、
乙乙で考察される手続は、
しばしば、『附随的攻撃』
( J o - E
丹市
57
凶同窓口町)として纏めて
言及されてい しか 、後者の用語は、全く不正確である。というのは、
それは、現在では使われていないいくつ
かの手続及び白
5 0
昨日。ロ沙門ロ巾君主主と同じ直接的ないくつかの現代的手続をも含んでいるからである。
沿革的には、非常の救済方法の形式は、次のものを含んでいた。すなわち、普通法裁判所が、裁判を言い渡した開
廷期間中に裁判を変更し、再開 又は取り消す権限及び開廷期間後にな うる普通法上の、同じ裁判所の自己(又は他の裁判所の自己)誤審令状、訴訟の対象である取引における詐欺又は錯誤のように普通法上の訴訟 は主張しえない事項に基づいて当事者が普 法上の裁判を取り消す
ζ
とができる衡平法上の訴訟、衡平法上の訴訟における裁判を
再開する請願又は訴状、 手続上の詐欺によって得られた又 『無効』だという理由で裁判を取り消すための訴
訟、そして、
その後の訴訟で相手方当事者により主張された裁判に対する無効の答弁の提出。
これらの制度は、種々
の程度において、最初の裁判から時及び法廷地の点でへだたっており、すべてが何らかの関係で
g
口 忠
2
丸三窓口
r
と
呼ばれた。いわば、問題性 いろいろな程度があったし、ある程度までは 今なおそうである。
町内仏立と河口}向。()(ず)によって例示されている現代の手続準則は、
出向
} C由 工
c余 円 言 。
550
件目。ロを認めている。何回
吉 田 エ ロ 牛 肉 慰 問
E B O H E
ロ は 、
裁判を言い渡した裁判所においてなされ、
それによって、
以前なら上述の制度の一つを
通じて求められねばならなかった救済が得られうるので る。閉山口目。
89)
の下で救済を求める理由は、一一一つあり、
一年以内に主張せられねばならない。すなわち、
ω
錯誤及び理由ある怠慢、
ω
新たに発見された証拠、
そして、ゆ詐
欺。いかなる時間制限も受けないものも三つある。すなわち、同裁判は無効であること、同裁判は予期された効力を満足させな った又は予期された効力をもはや有すべきではないとと、
そして、帥『裁判応対する救済を正当化する
他の何らかの理由』
0 8 (
ゲ)の申立は、二つを除いて裁判に対して救済を得るための古い制度にすべて取って代って
、. a '
、 ノ 内
U 》
し
2
〔今なお存続している古い二つの制度のうちの〕
一つは、裁判を取り消すための衡平法上の独立訴訟であり、
他の一つは、第二次 訴訟で依拠している裁判が無効であるという主張の申立である。
ζ
の救済手段の体系は、二つの基本的な問題を提出している。最初のものは、河口
r g (
ゲ)自体の範時的規定から
生じる。最も批判的な問題は、裁判に続く一年後に申立が される場合に、依拠される事情が 最初の三つの範蹄の一つ〈どの場合も救済は得られない)に属するのか、
それとも、第ニの三つの範勝の一つに属するのか、
である。他
の問題は、他 救済手段の一つ、すなわち、衡平法上の独立訴訟又は第二の訴訟で依拠されている判決の『 』の申立に訴えられるか否か、
そして、
どういう条件において訴えられるかである。
乙れらの問題は、
ある程度絡み合
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一 四
O
ぅ 。
m c r g (
ゲ)における技巧的でない範瞬規定は、
その規則に従った救済がいつ得られうるのかに関する多くの疑
間を未解決のままにしているのであり、
その疑問は、
かわるがわる、他の救済手段の一つを遇して救済を与え 理由
たりうるのである。次 続く議論は、
まず第一に剛山己
0 8 ( σ )
を考慮に入れるであろう。
第一四節
間同回目。。。(ゲ)
の救済方法
岡山己ぬき(ゲ〉は、文言上は、救済を求め 申立人が 規則に言及されている諸事情のうちの一事情の存在以上の何かを証明しなければならない、と述べていない。しかし 少なくとも裁判が『無効』である場合を除いて、そ 多くが旧式の『附随的攻撃』の救済手段を行うとと 由来す 判例法は 以下の乙とが明らか こと 要求する。すなわち、
1 
申立当事者が、
申立を根拠づける理由を発見したことに関して合理的な機敏さと勤勉さでもって行動したこ
と。この要件は、
g ( σ )
の救済の最初の三つの範蹄に課せられた一年の制限内でさえ適用される。
2 
申立当事者が、
もし裁判が取り消されるならば主張しうる実体的本案の請求又は抗弁を有すること。
3 
申立を認めることが、裁判に基づいて実現した信額の利益を不当に危険にさらさないであろうこと。
4 
前述の理由が、
それ自体明らかに最初の訴訟で苦しくは裁判に対する救済を得る何らかの先行努力において判
新されていなかったこと又は申立人が裁判に対する上訴で主張しえたものでなかったこと。
憐台叫に対する救済。河口目。き(ゲ)及び若干の州の類似規定は、憐怠裁判官内凶作町田丘二足ぬ
52C
に対する救済と他
の裁判に対する救済とを形式上は区別していない。もしそうしたならば、規則は、線を引い 方がよりよかったであろう。なぜならば、僻怠裁判に対する救済は、児三ぬき〈ゲ)に頼る最も多い機会を設ける らであり、また、裁判所
は絶えず、憐怠に対する救済を求める申立人に対する気使いを一不すからである。更に、
円]巾『白ロ}昨]ロ向山ぬぬ口同
の問題は、
規則の範梼構造のあいまいさを、極めてはっきりと示している。
憐怠は、以下の場合に生じうる。すなわち、原告が、事実審理前の準備を完全にすることに失敗し若しくは
件岡山内
H -
の日に出席しないことによって、彼の訴訟を遂行することに失敗 場合又は被告が両様の失敗をおかし若しくは全く出席しない場合。僻怠は 次の一事実の結果でありうる。すなわち、当事者又は彼の弁護士が、訴訟又は事実審理前の協議若しくは
忌町三曲目自体といった訴訟の諸段階のうち一段階の予定表の通知を現実に受けなかったという事
実、当事者の弁護士が、彼 依頼人のため 適時に行動しなかったという事実、当事者が、彼を代表すべき或第三者例えば彼 保険者に頼っていたが、
その第三者がそうしなかったという事実、当事者が、例えば令状の送達が技術的
に無効であった場合 ように、手続を無効にすると彼が思った手続におけ 技術的援庇に頼っていたという事実。
もし規則き(ゲ〉の下での申立が裁判の一年以内になされるならば、そして、もし上述の条件が満たされたならば、
故意でない幌怠に対する救済は、
ほとんど当然の如く、『理由ある怠慢』
( R 2 2 g z m
ロ巾
m F 2 3 )
を規定するき(ゲ
)(H)
における条件の下に認められる。しかし、もし申立が一年満了後になされるとすればどうか。
一つの手段は、裁判が
『無効で』あり、したがってき(ず)(品)に含まれる、
と述べる乙とである。裁判は通常、令状の送達なしに又はその
事物管轄の欠扶が明白な裁判所によってなされる場合に み『無効』とみなされるけれども、
円 同 巾 町 田
CFY
円 山 ぬ
B 2 M g
の
関係においては、判例は、もしそうでなければ衡平法上の考慮が を除くために作用する場合に 、少なからず無効を認定しがちであることを示している。もし極端な事情 ある であれば、
別の手段は、き
( 5 3 )
に「救済を正
当化する他の理由』がある、
と述べる乙とである。困難なのは、極端な事情においてさえ湖畔怠が必然的に不作為の結
ジェイムズ
H
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四
巨E
果であること、及び、
したがって後者の表現にある意味における『怠慢』であることである。
一年の期間制限によっ
て規制され さ(ゲ)(どに『怠程』が規定されている故に、問題は、
一年内に理由ある憐怠と一年後に理由ある暢怠
とを区別することになる。
そのような区別をするための規準が公式化し難いと思われるという事実以外に、吏に変則的なことがある。すなわ
ち、鱒怠が一年以上前であったことを理由に申立 拒否 れねばならないとしても 申立人は、
89)
の下での申
立によるのではなく、衡平法上の独立訴訟 よって、おそらくまさに同じ裁判所で彼が手続を進めるならば、
なお成
功する可能性がある。
詐欺によって得られた裁判。伝統的学説は、司内部』詐欺、『外部』詐欺及び『裁判所に対する詐欺』を区別する。咋内部』詐欺は、偽証された証言又は偽造された託拠文書の使用を含む。それは、開示及び反対尋問の手続がこの種
の手続上の不正に対する十分な保護手段である いう理論に基づいて、
そして更に、偽証の主張が、相反する証言に
基づく何らか 裁判を取り消す根拠たりうるという仮説に基づいて、裁判を取り消す根拠とみなされなかった。
タト
部』詐欺は、当事者をだまして裁判所に出席させなくす 裁判官又は陪審の贈収賄及び公平な法廷の一日を有すべき当事者の機会をわいろで奪って まうそ 他の策略を含む。『 所に対する詐欺 は裁判所を詐く行為に関しており、相手方当事者 詐くことから区別される。
前述の区別は、ちょうど裁判を取り消すための古い衡平法上の訴訟を認める際にそうであったように、規則き(ゲ)
を適用する際には最も不十分であること 証明した。『内部』及び『外部』詐欺の区別は、
長い間、
難解であると批
判されてきた。相手方当事者に対する『内部』詐欺と司裁判所に対す 詐欺』 区別は、相手方ではなく裁判所を
だますような方法で虚偽の証拠を故意に利用する事情がありうる、という乙とを仮定している。しかし、
それを視覚
化するのは困難である。しかしながら、
m g u g
守)は、三つの型の詐欺の区別を認め、
それらの混同を混合する方
法でそれらを規定してい
一方で、き〈ず〉
( ω )
は、『内部』であろうと『外部』であろうと、詐欺に基づいて一年内
に裁判が取り消される乙とを許している。他方、
g ( σ
〉 ( 必 は 、
もし裁判が『無効で』あれば、
一年後に裁判が取り
消されることを許しており、若干の判例は、『外部』詐欺を、裁判を無効にす ものとみなしていた。更に、
g (
ゲ )
は、申立 よってではなく、独立訴訟を適 て『裁判所に対する詐欺』によって得られた裁判を取り消す裁判所の権限を明確に認めている。かくて、
どんな種類の詐欺も一年内に申立により救済されうるのであり、
『外部』詐欺はお
そらくいつでも・申立によって
そして『裁判所に対する詐欺』は独立訴訟によって救済されうるのである。
ζ
の救済手段の体系については、手続上の政策における理由はないように思われる。裁判に対する救済がどれに関
して認められようと事件の結果が、(いかに称されようと)詐欺 有力であるかどうかに従って最 精確に区別立てされること、
それを発見した機会が遠い昔であること、
そ し て 、
その遂行の結果が重大な不正行為である乙と
を注視することも適切であるよう 思われ これらの要素によってなされた詐欺を規制する規則が、現在の規則
g
(ず)よりも容易に執行され 現在の規則き(ゲ)と同様 裁判の終局性を破壊するであろうと示唆することは公正であるように思われる。
他の理由に基づく申立による救済。裁判に対する救済を得る試みのためのもう一つの一般に言われる根拠は、
新
た
に発見された証拠である。岡山己
0 8 (
げ)(訟の下で、新たに発見された証拠は、裁判の一年内になされた申立によって
のみ根拠にしうる。
乙の制限期間内でさえ、
乙の理由に基づく救済を得る機会は少ないのが普通である。裁判所は、
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本章第一三節で述べられた条件が充足された乙とばかりでなく、新たな証拠が、本案に関して異なる決定に導きそうであること及びそれが、通常の開示手続を通して又は豆回目直後の出口巾者同ユ曲目白
O門 戸 。 ロ
のために認められた期間内
に明らかにされえなかったことを確信しなければならない。特に、非・常に豊富な現代の開示制度の故に、
これらの条
ほ川が存在することは稀 ある。
やや類似した理由は、裁判が終烏的になった後に、法律に決定的な変更が発生したことである。伝統的な附随的攻
撃の原則も河口}めきっ))の競定もこの問題を取り扱っていない。裁判所はそれをき守
) ( 3 1 1 1
『救済を正当化す
る他の理由』ーー 含めようとするのが一般的であったが、
これまでは、
法律におけるどの種の変更が『十分な理
由』であるかを決定する規準を公式化するのが困難 。
この問題は、
法律における変更の速度が増すにつれ
て、尖鋭的である。したがってそれは、過去においてそうであったよりも、将来にお てははるかに厄介になる恐れが、ある。もし裁判を取り消 た の根拠 して 法律の変更の自由 大きけ ば、法律問題 依拠する裁判は、法律が静的で 鎖域 のみ有効に終局的であろ 予見するためにはほとんど想像 必要としない。変更した決定裁判 『基づいて』い かどうか 関 方式によって問題 十分に処理されうるという示唆が されていた。もっと適切な方向は 継続的効力を有する裁判、 とえば長期の差止及び身分の決定にこの理由を制限し、更に、
その法
的地位又は関係におい 類似した立場にある人々の平等をもたら 必要性 場合にのみ救済を許すこ であろ' つ 。
最後に、初めの方で述べたように、
裁判は、
もしそれが『無効で』あれば
m g F 8 3 )
の下で取り消されうる。
乙の文脈における『無効 』という用語は、裁判を 所 管轄権を欠い いた故に椴庇 る裁判に関するのが
普通である。乙の種の醸庇は、裁判を取り消すための独立訴訟によって又はその後の手続において依拠されている裁判の効力を無効にする乙とを求めることによっても主張されうる。裁判を無効にする『管轄上の』現庇は、後者の救済手段を議論するときに以下で考察される。
第一五節
衡平法上の独立訴訟
き(『〉型の申立の下で広汎な救済が利用できるならば、衡平法上の独立訴訟は、今日ではその従来の意義を有し
なくなった。そのような訴訟に対する唯一の障害は、当事者が
gg
〉の市立ができる場合には、彼は、衡平法上の
法域という旧来の原則の下では後者に訴える
ζ
とを排除するという『普通法上の救済手段』を有している、という乙
とである。しかしながら独立訴訟 、もし問題の状況が
g
〈S
に含まれないとすれば、利用されねばならない。そ
し て 、
その訴訟が機能を有する他の状況が少なくとも二つある。
一つは、裁判に対する攻撃が、
その当事者でなかった者によってなされる場合である。通常、非当事者は、他人間
の訴訟における裁判に何ら法的利害を有していない。そのような裁判 お凹
y e g g
の原則の下では彼の権利及、び
義務を確定していないし、彼は、もし裁判が彼に対しては信頼され いならば
そう主張することができる。しかし
或状況においては、彼の利害は、特に彼自身 法的身分又は財産に対 請求において、他人聞の裁判によって実際上の危険にさらされると が そのような事情 彼 衡平法 裁判所の援助を求める乙とができるが、彼の依拠しうる理由は厳格に制限されて る。
一殻原則は、裁判が事物管轄を欠いて無効であった乙と又は裁判が、
彼に向けられた詐欺の所産であった
ζ
とを彼が証明しなければならない、というととである。
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他の状況は、裁判を得た者が他の法域においてそれに基づいて訴える場合である。裁判が無効である又は詐欺によ
って得られたという理由に基づく訴訟に対する抗弁は、
〔普通法と衡平法が〕融合された手続の下では、新たな訴訟
を始める必要なく許されるが、
その抗弁の根拠は、本質的には衡平法上の独立訴訟によって主張されるものと同じで
あ る 。
第一六節
無効な裁判を攻撃する乙と
『無効な』裁判は、申立が一年内になされるかその後になされるかにかかわらず規則
g
〈ゲ)の下における申立によ
って攻撃され、もし何らかの理由でき(ゲ〉の下において申立が適切な救済を規定していないとすれば衡平法上の独立訴訟によって攻撃され又は事後の訴訟の基礎となっている裁判の有効性を否定する乙とによって攻撃されうるので支 山
' G
。
判例の中には、詐欺によって得られた裁判を『無効な』ものと特色づけているものもある。もっとも、
そのような
裁判は『無効となりうる』ものとして特色づけられる乙との方が多い。その区別は、決してそれほど明確ではなかっι ι 7
レ 、
そう区別する目的は、必ずしも矛庸なく理路整然としたものではなかった。区別の一つの目的は、裁判を無効
にしようとする者が、独立訴訟でそうしようと試みるよりむしろ裁判を言い渡した 所に訴えることによっ そうすべきなのが普通である という概念を実行することであ 。そ 故、『無効な』裁判は独立 訟で攻撃されうるが、『無効となりうる』裁判は
g (
芯型の申立によって攻撃されねばならない、と言われていた。
しかし、
もし、救済
の申立人が常に、
g
ハゲ)の・申立が遮切な救済を規定していないわけではないと仮定して、
g (
ゲ)の申立を利用する
ことが要求されるべきであるとすれば、
その区別は不必要である。
いずれにしても、管轄権を欠く裁判所によってなされた裁判は、あまねく『無効な』ものとして特色づけられる。
伝統的な原則は、
そのような裁判は法律上無効なものである、
ということであった。しかしながら、現代の原則にお
いては、問題はもっと複雑である、
と認められている。すなわち、管轄権を欠く裁判所が、
それにもかかわらず有効
とすべき裁判を言い渡した、
という事情もお
ζ
りうる
c
この点で、人に対する管轄権と目的物に対する管轄権とを区
別する乙とが重要である。
利用された手続が裁判の名宛人たる人に適切な遥知を与えなかった故に、又は、
その裁判所が事件との必須の接触
を欠いていた故に、又 人を代表すると主張する当事者に対する管轄権が保障されたにもかかわらず代表が基本的に不適切であっ 人に対する管轄権を欠く乙とがありう 。当事者がともかくも訴訟を知り、彼本人に対する管轄権の行使を争う め 出頭したのでなければ 裁判は、
これらすべての状況の下では適正手続の理由で無効であ
る。多くの決定も、事件と十分に接触した裁判所から当事者が現実の通知を得たが、手続が、送達方法を規定する規則に技術的に一致して なかった場合には、裁判を無効 判断した。しかしながら、
そのような状況における当事者
が現実の通知を得て、特別出頭によって彼の技術的異議を出しえた すれば、
なぜ裁判が無効として取り扱われるべ
きなのか全く明らかでない。特に、出訴期限法 、裁判が攻撃される時までに 請求に及んでいた場合には。
事物管轄の欠棋の問題は、もっと複雑である。古い型の規則は、事物管轄を欠く裁判所の は法律上無効のもの
である、ということであった。こ 規則は 種々の制限 服 。例えば、もし判決裁判所が一般管轄権を有するものであったとすれば管轄権が推定されること 記録以外の証拠 管轄権の欠棋 証明す ためには認めら ない と
ジ
ι
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等々。しかしそれは、もし事物管轄についての何らかの実体的な疑問が提起されるならば、裁判をできるだけ攻撃を受けやすくする効果を有していた。
未だ完全には受け入れられていないが、現代の見解は、少くとも管轄権の欠歓が必ずしも完全には明白でない場合
には、異なった接近をする。乙の接近における決定的な問題は、まず第一に、裁判の名宛人たる当事者が当初の訴訟で管轄問題を争う機会を有していたかどうかであり、第二に、もし披がそのような機会を有していたとして、彼にそうする第二の機会を与える強力な政策的理由があるかどうかである。その問題は三つの関係におい あらわれる。すなわち、管轄問題が当初の訴訟で現実に提出された場合、裁判で負けた当事者 管轄を争う 得たうえで訴訟に出席したが管轄問題を提出しなかった場合、
そして、樺怠によって裁判がなされた場合。
もし管轄問題が最初の訴訟で提出され判断されておれば、現代の見解は、裁判所がその管轄権を決定する予備的管
轄権を有しているととを前援にして、裁判はその後の攻撃に服さない というととである。いく人かの権威者は、制限的管轄権を有する裁判所には乙の規則が適用されない、という乙とを示唆している れども、なぜ適用すべきでないのかという理由がな ように思われる。管轄問題の誤った決定は、上訴文は非常の令状を通 て
8 4
回目当によって
救済されうるのであり、その な救済手段の追求に失敗 と そ 争点を 後に争う乙 は排除されるべきであ
る。もし裁判で負けた当事者が訴訟に出席したとすれば、ほとんど同様に、事物管轄の問題が、裁判に対する事後の攻
撃によって提出されないかも知れないと判断 強力な理由がある。仮定では 当事者は管轄の抗弁を提出する機会を有していた。本案の抗弁が存しない場合にその抗弁がなされ も存続すべきである、という理由はほとんどない。
更に、裁判を得た当事者は、
それが有効で、
それに従って彼の次の行動をとるのが正当である、
と仮定できるように
思われる。それにもかかわらず多くの権威者は、未だに、
m g F 2 3
〉又はその類推による申立によって、衡平法上
の独立訴訟によって、又は、
それが相手方によって依拠されている場合には裁判を攻撃する
ζ
とによって、管轄問題
をそ 後も提出できる、という見解を国守している。しかしながら、
そのような攻撃が許される大抵の事件は、何ら
信頼利益が介在していなかったし、制限的管轄権を有する裁判所の裁判も憲法上の意味を有する攻撃の理由も含んでいなかった。
これらの状況においてさえ、
その執行が、政府自体に影響を与える場合、又は、直接の当事者を越える・
意味を有する〔
H
直接の当事者以外にも影響を与える〕救済手段の執行を除いて、裁判を支持する傾向があるように
思われる。
僻怠によって裁判がなされた場合には、
その裁判は、もし事物管轄なしになされたのであれば、攻撃を免れないも
のとみなされるのが普通である。憲法上適切な通知がなくて欠席した場合には、裁判は、
いずれにしても適正手続の
理由からして薄弱である。しかしな ら、通知が適切であっ ならば、当事者は事物管轄の問題を提出する機会を有していたのであり、
それを提出する事後の機会から排除されるべきである、
と言うととができる。
他方で、
内 山 内
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はいずれにせよ嫌われており、もし判決裁判所がその行使の権限を明らかに欠いているとすれば、ますま
すそうである。よりよい規則というのは、裁判が裁判の名宛人た 人 知っている実体的な信頼の利益を起乙させた場合を除いて、
そのような裁判を無効と判断する乙とであるように思われよう。人を後者の状況における裁判に拘束
することは、
お聞い口内出
g
仲間の原則よりもむしろ衡平法上の禁反言の原則に基づいて正当化されうるのである。なぜな
らば、裁判は、人の権利を、終局的に完結さ たものとして取り扱いう 唯一の根拠で ないからである。
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